
（2024年9月現在）

創設時期 現在

創設年 税率 税率 適用期間 備考

福井県

茨城県（注4）

愛媛県

佐賀県

島根県

静岡県

鹿児島県

宮城県

新潟県

北海道

石川県

青森県（注5）

1976年

１９７８年

１９７９年

１９７９年

１９８０年

１９８０年

１９８３年

１９８３年

１９８４年

１９８８年

１９９２年

２００４年

第9回更新

第9回更新

第9回更新

第9回更新

第8回更新

第8回更新

第9回更新

第8回更新

第7回更新

第7回更新

第6回更新

第5回更新

5％

5％

5％

5％

5％

5％

7％

7％

7％

7％

7％

10％

18％（注1、6）

18％（注1）

18％（注1、6）

18％（注1、6）

17％（注2、6）

17％（注2）

18％（注1）

17％（注2、6）

17％（注3）

17％（注2）

17％（注2）

17％（注2）

２０21年 １１月～２０26年  １１月

２０24年 ４月～２０29年 ３月

２０24年    １月～2029年 １月

2024年   ４月～２０29年 ３月

２０20年   ４月～２０25年 ３月

２０20年   ４月～２０25年 ３月

２０24年   7月～２０29年 7月

2023年   ６月～２０28年 ６月

２０19年 １１月～２０24年 １１月

２０23年   ９月～２０28年 ８月

２０22年 １０月～２０27年 １０月

２０24年 4月～２０29年 ３月
（当面は12％）

（注1）税率18%の内訳は、価額割8.5%、出力割 9.5%相当（出力割は熱出力当たりの税額を税率に換算、以下同様）。
（注2）税率17%の内訳は、価額割 8.5％、出力割 8.5%相当。
（注3）税率17%の内訳は、価額割4.5%、出力割12.5%相当。
（注4）茨城県の核燃料税は、1999年4月から「核燃料等取扱税」として課税。
（注5）青森県の核燃料税は、2004年4月から「核燃料物質等取扱税」として課税。
（注6）福井県（2016.11～）、島根県（2017.4～）、佐賀県（2017.4～）、愛媛県（2017.8～）、宮城県（2020.3～）では廃止措置中も出力割の課税あり。

9-4-4 出典：電気事業連合会「電気事業と税金2024」より作成

核燃料税率の推移


